
（平成２３年５月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 12 件

厚生年金関係 12 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認岡山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

 

岡山厚生年金 事案 1373 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格取得日に係

る記録を昭和 21 年５月 10 日に、資格喪失日に係る記録を同年６月１日に、

同社Ｃ事業所における資格取得日に係る記録を同年６月１日に、資格喪失日

に係る記録を 22 年９月 30 日とし、申立期間の標準報酬月額を、21 年５月

から同年７月までは 240 円、同年８月から 22 年３月までは 390 円、同年４

月から同年８月までは 600円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21年５月 10日から 22年９月 30 日まで 

Ａ社Ｃ事業所に昭和 21 年５月 10 日付けで採用され、同社が解散した 22

年９月 30 日まで継続して勤務していた申立期間について、厚生年金保険の

被保険者記録が無いので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する人事記録及び同僚の証言から、申立人が申立期間におい

て、Ａ社Ｃ事業所に勤務していたと認められる。 

また、Ａ社Ｃ事業所において勤務していた同僚は、申立人を採用の時から

知っており、職員であれば社会保険加入について区別は無く、申立期間の厚

生年金保険料は控除されていると思う旨証言している。 

さらに、申立人は、Ａ社Ｃ事業所について、同社Ｂ事業所の現地出張所で

あったと供述しているところ、オンライン記録によると同社Ｃ事業所に勤務

していた同僚（複数）は、昭和 21 年６月１日に同事業所が厚生年金保険の

適用事業所となるまでは同社Ｂ事業所において被保険者となっていることが

確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、厚生年金保

険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、同僚の記録から、昭和 21 年



 

 

５月から同年７月までは 240 円、同年８月から 22 年３月までは 390 円、同

年４月から同年８月までは 600円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、Ａ社Ｂ事業所及び同社Ｃ事業所は既に解散して

いることから、これを確認することはできないが、仮に事業主から申立人に

係る被保険者資格の取得届が提出された場合においては、その後に喪失届等

が提出されることとなるが、そのいずれの機会においても、社会保険事務所

（当時）がこれらの届出を記録していないとは考え難いことから、事業主は、

これらの届出を行っておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

申立期間の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主はこ

れを履行していないと認められる。 



 

 

岡山厚生年金 事案 1374～1382 

 

第１ 委員会の結論 

申立人に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたと認められることから、上記記録を取

り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人のＡ社における平成 19 年９月

25 日の標準賞与額に係る記録を＜訂正後標準賞与額＞（別紙一覧表参照）と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 

    基礎年金番号 ：  別紙一覧表参照 

    生 年 月 日 ：  

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年９月 25 日 

Ａ社において支給された賞与から厚生年金保険料が控除されているにも

かかわらず、年金額の計算の基礎とならない記録とされているので、厚生

年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、記録

の訂正等を行う場合は、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

Ａ社が保管する賞与の支給及び控除に関する資料（給与明細書）から、申

立人は、申立期間について事業主から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたと認められる。 

したがって、申立人に係る申立期間の標準賞与額については、上記の賞与

の支給及び控除に関する資料において確認できる賞与額又は厚生年金保険料

の控除額から、＜訂正後標準賞与額＞（別紙一覧表参照）とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を



 

 

履行したか否かについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅し

た後の平成 22 年 10 月 12 日に、事業主が申立てに係る賞与支払届を提出した

ことが確認できることから、年金事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、これを

履行していないと認められる。 

 

 



別紙　【厚生年金あっせん一覧表】（岡山）

事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住　　所
訂正後

標準賞与額

岡山
事案1374

男 昭和22年生 150万円

岡山
事案1375

男 昭和25年生 150万円

岡山
事案1376

男 昭和30年生 150万円

岡山
事案1377

男 昭和25年生 150万円

岡山
事案1378

男 昭和21年生 20万円

岡山
事案1379

男 昭和25年生 20万円

岡山
事案1380

男 昭和20年生 20万円

岡山
事案1381

男 昭和26年生 20万円

岡山
事案1382

男 昭和30年生 10万円



 

 

岡山厚生年金 事案 1384 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日に係る記

録を昭和 39 年 10 月 13 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 10月 13日から同年 12月１日まで 

Ｂ社からＡ社への出向期間中である 39 年９月にＡ社Ｃ事業所からＤ事

業所への転勤辞令を受け、同年 10 月からＤ事業所に継続勤務していたにも

かかわらず、申立期間の厚生年金保険の記録が無いので、年金記録を訂正

してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する社員原簿及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間に

おいて、同社に継続して勤務し（Ｃ事業所からＤ事業所に異動）、申立期間

の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

なお、申立人の妻は、申立人の異動日について、昭和 39 年９月にＡ社Ｄ

事業所に転勤を命ずる辞令を受け、同年 10 月に同事業所に赴任したと述べ

ている上、申立人が赴任した時に同事業所に勤務していたと証言している従

業員は、申立期間当時、Ａ社本社において厚生年金保険の被保険者となって

いることから、同事業所に勤務していた従業員は同様に本社において被保険

者となっていたと考えられ、申立人のＡ社本社における被保険者資格の取得

日を 39年 10月 13日に訂正することが必要である。 

また、昭和 39 年 10 月及び同年 11 月の標準報酬月額については、申立人

のＡ社に係るオンライン記録（昭和 39 年 12 月の標準報酬月額）から、３万

6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を



 

 

履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを推認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを推認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

 

 

岡山厚生年金 事案 1385 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、申立

人のＡ社における標準賞与額に係る記録を 25万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日              

ねんきん定期便をみたところ、給料支払明細書に記載されているように、

平成 15 年 12 月に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されているに

もかかわらずその記録が無いため、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人が所持する給料支払明細書から、申立人は、申立期間について、賞

与が支給され、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたと認められる。 

また、申立人に係る申立期間の標準賞与額については、上記給料支払明細

書に記載された賞与額及び厚生年金保険料の控除額から、25 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険

事務所（当時）に提出しておらず、また、同賞与に係る保険料を納付してい

ないと認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 

 

 



                      

  

岡山国民年金 事案 868 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年２月から 10 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年２月から 10年３月まで 

20 歳になった平成６年＊月頃に、当時居住していた区において国民年金

の加入手続を行うとともに、学生であったため、母親の源泉徴収票を添え

て国民年金保険料の免除申請を行った。この手続により、学生であった 10

年３月までは免除されたはずなので、未納とされている申立期間について、

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、国民年金保険料の免除申請の対象となる期間は申請した月

の前月以降の期間とされていたところ、国民年金手帳記号番号の払出時期か

ら、申立人は平成８年２月より後に国民年金に加入したと推認でき、この時

点では、申立期間のうち、７年 12 月以前の期間について免除申請を行うこと

はできない。 

また、国民年金保険料に係る免除申請の手続は免除を受ける年度ごとに行

う必要があり、申立期間について免除を受けるには少なくとも５回の申請手

続を行うこととなるが、申立人は、申請手続を行ったのは一度限りであった

と思う旨供述している上、社会保険事務所（当時）から免除に係る承認通知

を受けた記憶はなく、申立期間の国民年金保険料は免除されているとする申

立人の主張には不自然な点が見受けられる。  

さらに、申立期間は 50 か月と長く、申立人に係る５回にわたる保険料免

除について、行政の記録管理に誤りが生じたとは考え難い。  

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料について免除されていたこと

を示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、これが免除されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認め

ることはできない。   



                      

  

岡山国民年金 事案 869 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から 50 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 50年２月まで 

母親が実家の所在する市において国民年金の加入手続を行い、社会人と

なった昭和 48 年４月から 50 年２月までの国民年金保険料を納付してくれ

た。現在居住する市に転入した後は自分で国民年金の加入手続を行い、52

年１月以降の保険料を納付した。母親が納付してくれた申立期間について

未納とされているので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の居住する市が保管する国民年金異動届兼申請書及び国民年金手帳

記号番号払出簿から、申立人は昭和 52 年１月に国民年金に加入し、国民年金

手帳記号番号が払い出されていることが確認できるが、この時点では申立期

間の一部（昭和 48 年４月から 49 年９月まで）の国民年金保険料は時効によ

り納付することができない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 また、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

これを行ったとするその母親から聴取しても、実家の所在する市において行

ったというほかに、具体的な証言は得られない。 

さらに、申立人の国民年金保険料が納付されていたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

  



                      

  

岡山国民年金 事案 870 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年５月から同年９月までの期間、59 年４月から同年９月

までの期間及び 61 年９月から平成元年６月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58年５月から同年９月まで 

         ② 昭和 59年４月から同年９月まで 

         ③ 昭和 61年９月から平成元年６月まで 

申立期間については、それぞれ、その前に勤務していた事業所を退職し

た際に、当時居住していた市において国民年金の加入手続を行い、自分か

母親のいずれかが、市役所の窓口において国民年金保険料を納付したはず

であるので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人の国民年金手帳記号番号は平成４年１月に払い出されており、申立

人はこの頃に国民年金に加入したものと推認されるが、この時点では、申立

期間の国民年金保険料は時効により納付することはできない上、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料の

納付状況（納付金額、納付方法等）の記憶が曖昧であり、その状況が不明で

ある上、申立期間の一部の国民年金保険料を納付したとする申立人の母親か

ら聴取しても具体的な証言は得られない。 

  さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判



                      

  

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。    

  



                      

  

岡山国民年金 事案 871 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年７月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年７月から 56年３月まで 

家業の経営が思わしくなかったため、申立期間以降、国民年金保険料の

申請免除を行い、その後平成 22 年まで免除を受けているが、申立期間が

未納とされているので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金保険料の免除申請手続についての記憶

が曖昧であり、その状況（申請時期、期間等）は不明である。 

また、申立人の特殊台帳の昭和 55 年度の欄には「未納勧奨」の押印があ

り、申立期間の国民年金保険料は未納であったものと推認される。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料について免除されていたこと

を示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、これが免除されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認め

ることはできない。  

  



                      

  

岡山国民年金 事案 872 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年１月から 50 年３月までの付加保険料を含む国民年金保

険料及び同年４月から 52 年 7 月までの付加保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 52年７月まで 

高校を卒業した後に勤務した個人経営の事業所が厚生年金保険の適用事

業所ではなかったため、事業主に勧められて 20 歳の時に国民年金に加入

し、その後は付加保険料を含めて国民年金保険料を納付してきたはずであ

るにもかかわらず、昭和 46 年１月から 50 年３月までは未納とされ、同年

４月から 52 年７月までは定額保険料のみの納付とされているので、年金

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 51 年 11 月に払い出されており、申

立人は、この頃に国民年金に加入したものと推認されるが、この時点では、

申立期間のうち、昭和 46 年１月から 49 年９月までの国民年金保険料は時効

により納付することはできない上、同年 10 月から 51 年３月までの付加保険

料は納付期限の経過により納付することはできない。 

また、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が当時居住していた区が保管する年度別納付状況リストか

ら、申立人は、昭和 52 年８月に付加保険料の納付の申出を行っていることが

確認できる。 

加えて、申立人が昭和 46 年１月から 50 年３月までの付加保険料を含む国

民年金保険料及び同年４月から 52 年 7 月までの付加保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が昭和 46 年１月から 50 年３月までの付加保険料を含む国民

年金保険料及び同年４月から 52 年 7 月までの付加保険料を納付していたもの



                      

  

と認めることはできない。 

 



岡山厚生年金 事案 1368  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：昭和 32年 12月５日から 40年８月８日まで 

    Ａ社を退職した際に脱退手当金の請求手続を行った記憶も、受給した記

憶もないにもかかわらず、受給したこととなっているので、年金記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立ての事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金が支給されたことを意味する「脱支給済」の表示がある。 

また、年金事務所に保管されている厚生年金保険脱退手当金支給報告書の

支給記録はオンライン記録と一致している上、申立期間に係る脱退手当金の

支給額に計算上の誤りは無く、その支給決定は申立人の厚生年金保険被保険

者資格の喪失日から約３か月後の昭和 40 年 11 月９日に行われているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。  

さらに、申立てに係る事業所の社会保険事務担当者（当時）は、退職者に

対して脱退手当金に関する説明を行っていた旨証言しており、申立人は、当

時、年金には関心がなかった旨供述していることを踏まえると、脱退手当金

を受給することに不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶がないという

主張のほかに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。  

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



岡山厚生年金 事案 1369  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 26年４月１日から 29年７月２日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間について、脱退手当金を支給されたことに

なっているが、当時、私は脱退手当金のことを知らず、受給した記憶もな

いので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳の保険給付欄には、脱退手当金が

支給された旨の記載がある上、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上

の誤りは無く、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約１か月後

の昭和 29 年７月 28 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

また、申立てに係る事業所は、当時、退職者に対して脱退手当金に関する

説明会を開催していた旨回答しており、申立期間に係る脱退手当金が支給決

定された時期は通算年金制度が創設される前であったことを踏まえると、申

立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶がないという

主張のほかに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。  

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



岡山厚生年金 事案 1370  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 34年６月１日から 35年７月１日まで 

              ② 昭和 35年 12月 20日から 36 年 12 月 31日まで 

申立期間について、脱退手当金を受給したこととなっているが、受給し

たとされる時期は義父が自営する事業所の決算期であり、その手伝いが忙

しかったため脱退手当金の手続をする暇はなく、受給した覚えもないので、

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立

人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日の前後３年以内に被保険者資格を喪

失した女性の脱退手当金の受給資格者は 10 人みられるが、そのうちの５人に

脱退手当金の支給記録が有り、そのいずれもが資格喪失日から６か月以内に

支給決定されている。その上、申立人の同僚が、当時は事業所が退職者に対

して脱退手当金について説明を行い、代理請求も行っていた旨証言している

ことを踏まえると、申立人についても事業主による代理請求がなされた可能

性が高いものと考えられる。 

また、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立

人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 37 年３月 10

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。  

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶がないという

主張のほかに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。  

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



岡山厚生年金 事案 1371 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年９月１日から 30年７月 31日まで 

         ② 昭和 30年８月１日から同年 11月 10日まで 

         ③ 昭和 30年 12月１日から 31年 11月９日まで    

昭和 31 年 11 月にＡ社を退職した頃は脱退手当金の制度自体を知らず、

事業所から脱退手当金の説明を受けた記憶もない。そのような状況の中で

脱退手当金を請求しているはずがないので、受給したこととされている年

金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳の保険給付欄には、脱退手当金が

支給された旨の記載がある上、申立期間に係る脱退手当金は支給額に計算上

の誤りは無く、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約１か月後

の昭和 31 年 12 月 11 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

また、申立期間に係る脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度

の創設前であり、申立人は退職時に再就職する意思はなかった旨供述してい

ることを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうか

がえない。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶がないという

主張のほかに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。  

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は,申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



岡山厚生年金 事案 1372 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21年７月 19日から 35年５月 17 日まで 

Ａ社を退職した昭和 35 年５月当時は脱退手当金の制度自体を知らなか

った。事業所から脱退手当金の説明を受けた記憶もなく、そのような状況

の中で脱退手当金を請求しているはずがないので、受給したこととされて

いる年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために

必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から社会保険出張所（当時）に

回答したことを意味する「回答済 35.7.20」の押印がある上、申立期間に係

る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年金保険被保険

者資格の喪失日から約４か月後の昭和 35 年９月 21 日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立てに係る事業所は、当時、退職者に対して脱退手当金に関する

説明を行っていた旨回答しているところ、同事業所において申立人が厚生年

金保険の被保険者資格を喪失した日の前後２年以内に資格を喪失した女性の

脱退手当金の受給資格者は 11 人みられるが、そのうちの９人に脱退手当金の

支給記録が有る。その上、申立人は、結婚のために同事業所を退職し、その

後に再就職する意思はなかった旨供述していることを踏まえると、申立人が

脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶がないという

主張のほかに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。  

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は,申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



岡山厚生年金 事案 1383 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 36年８月 14日から 40年１月 31日まで 

脱退手当金の確認はがきを受け取って、勤務していたＡ社に係る脱退手

当金を受給したこととなっていることを初めて知った。当時は、脱退手当

金の制度自体を知らなかった上、退職後すぐに転居しており、脱退手当金

を請求したことも受け取った覚えもないので、年金記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りはなく、申立人の厚生

年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和 40 年４月 30 日に脱退

手当金の支給が行われているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

また、申立人の申立てに係る事業所における健康保険厚生年金保険被保険

者名簿及び被保険者原票には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」

の表示がある。 

さらに、申立人から聴取しても脱退手当金を受給した記憶がないというほ

かに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



岡山厚生年金 事案 1386 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年６月頃から 44年４月頃まで 

         ② 昭和 44年 10月頃から 47年３月頃まで 

         ③ 昭和 47年３月５日から 48年７月 25日まで 

申立期間①及び②については、Ａ社に入社し、同社からＢ市内の事業所

（Ｃ社及びＤ社）に派遣されて溶接工として勤務したが、Ａ社における厚

生年金保険の加入記録が無い。この間において、同社から渡された健康保

険証を使用して歯を治療したことがあり、また、昭和 59 年に社会保険事務

所（当時）から同社での加入記録が書かれている書類を受け取ったので、

年金記録を訂正してほしい。 

また、申立期間③においては、昭和 47 年３月５日に友人（故人）の紹

介でＥ社に入社し、派遣されたＦ社で溶接工として 48 年７月 24 日まで勤

務したにもかかわらず、Ｅ社における厚生年金保険の加入記録が無い。年

金事務所において年金記録について相談したところ、上記の友人にはＥ社

における加入記録があるとのことだったので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 雇用保険の記録から、申立人は、申立期間①及び②のうち、昭和 42 年１

月 12日から同年７月 20日までＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社の元従業員からは、申立人が上記期間以外に勤務し

ていたことがうかがえる証言等は得られなかった。 

また、Ａ社は既に解散し、当時の役員及び社会保険事務担当者は全員死

亡している上、当時の給与事務担当者は、「申立人を覚えておらず、従業

員全員の給与から厚生年金保険料を控除していたか否かも覚えていない。」

と回答しているほか、同社清算人は、「申立期間中、私は経営に関与して

おらず、当時の資料は何も引き継いでいない。」と回答しており、申立人

に係る保険料控除について確認できない。 

さらに、同僚の一人は、「自分も入社した昭和 42 年９月頃から約１年半

は厚生年金保険に加入させてもらえず、その間は国民健康保険に加入して



いた。会社に対して健康保険に加入させてくれるよう求め続けた結果、44

年４月１日にやっと厚生年金保険にも加入できた。」と回答しているほか、

別の同僚も、「入社後１年以上にわたって厚生年金保険に加入させてもら

えず、その間は日雇特例健康保険に加入していた。」と回答している上、

申立人が先輩として名前を挙げた元従業員は昭和 41 年６月時点で厚生年金

保険に未加入であることから、Ａ社の事業主は採用してすぐには従業員を

厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

加えて、申立人が、昭和 59 年に社会保険事務所で受け取ったとする書類

には、「Ａ」との名称は記載されているが、厚生年金保険の加入期間の記

載は無く、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の記録

は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

２ 申立人は、雇用保険の記録及び同僚（４人）の証言から、申立期間③に

ついて、Ｅ社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｅ社は既に解散し、事業主（当時）は関係書類を既に廃

棄している旨回答しているほか、社会保険事務担当者（当時）は、申立人

に係る被保険者記録が無いのであれば、厚生年金保険の届出も保険料納付

も行っておらず、厚生年金保険料を控除していないと考えられる旨回答し

ており、申立人に係る保険料控除について確認できない。 

また、上記担当者は、当時は常用雇用の社員は厚生年金保険に加入させ

ていたが、非常用雇用の社員については雇用保険のみに加入させ、厚生年

金保険には加入させていなかった旨回答している上、申立期間中に厚生年

金保険の被保険者であった者及び申立人が名前を挙げた同僚で雇用保険の

記録が判明した者合わせて 50 人のうち、47 人は厚生年金保険の記録と雇

用保険の記録が一致しておらず、Ｅ社の事業主は採用してすぐには従業員

を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、申立人は同僚（故人）に厚生年金保険の被保険者記録があるこ

とを理由に自らも厚生年金保険に加入していた旨主張しているが、この同

僚の被保険者資格の取得日は申立期間後の昭和 49 年４月 20 日である上、

申立人がそのほかに名前を挙げた同僚５人のうち３人の被保険者資格の取

得日は、いずれも申立期間よりも後である。 

  加えて、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の記録

は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

３ このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たら

ない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



岡山厚生年金 事案 1387 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年２月１日から同年４月１日まで 

         ② 昭和 55年 11月１日から 56年 12月２日まで 

                  ③ 昭和 58年 10月１日から 63年４月 20日まで 

         ④ 平成２年 11月１日から３年１月 30日まで 

         ⑤ 平成３年５月１日から４年７月１日まで 

         ⑥ 平成４年 11月 20日から５年２月 11日まで 

ねんきん特別便を見て、申立期間①から⑥までについて、脱退手当金を

受給したこととなっていることを初めて知った。脱退手当金の制度を知ら

ない上、脱退手当金を請求した覚えも受け取った覚えもないので、脱退手

当金が支給済みとなっている年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者記号番号は、平成５年４月 23 日に重複取

消処理が行われており、同日は脱退手当金の支給決定日（平成５年５月 18

日）に近接していることから、申立人が脱退手当金の請求に併せ、同手続を

行ったと考えるのが自然である。 

また、申立期間に係る脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無

く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても脱退手当金を受給した記憶がないと言うほ

かに、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



岡山厚生年金 事案 1388 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26年４月頃から 28年４月頃まで 

② 昭和 28年６月頃から 30年２月頃まで 

③ 昭和 30年４月頃から 35年６月頃まで 

④ 昭和 35年８月頃から 42年１月頃まで 

⑤ 昭和 42年３月頃から 45年５月頃まで 

⑥ 昭和 46年９月頃から 50年２月頃まで 

⑦ 平成６年 11月 16日から７年８月頃まで 

⑧ 平成８年７月 31日から同年８月 31日まで 

⑨ 平成９年 11月 22日から 10年６月 30日まで 

⑩ 平成 10年８月初め頃から 13年 12月 31 日まで 

年金記録を見ると、Ａ社に勤務していた申立期間①、Ｂ社に勤務してい

た申立期間②、Ｃ事業所に勤務していた申立期間③、Ｄ社に勤務していた

申立期間④、Ｅ社に勤務していた申立期間⑤、Ｆ事業所に勤務していた申

立期間⑥、Ｇ社に勤務していた申立期間⑦、Ｈ社に勤務していた申立期間

⑧、Ｉ社に勤務していた申立期間⑨及びＪ社に勤務していた申立期間⑩に

ついて、厚生年金保険の加入記録が漏れているので、年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、同僚（複数）の証言から、勤務期間は特定できな

いが、申立人がＡ社において勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は給与明細書等の資料を所持しておらず、また、

Ａ社は平成 13 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、元事

業主は申立期間①当時の関係資料を保管していない旨回答しており、申立

人に係る厚生年金保険の加入状況及び保険料控除の状況を確認できない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚３人には、いずれも厚生年金保険の加

入記録が無く、申立人の保険料控除をうかがわせる証言も得られない。 

さらに、Ａ社の社会保険事務担当者（当時）は、会社の方針で自分も社



会保険に加入させてもらえず、申立人も恐らく加入していなかったと思う

旨証言している。 

２ 申立期間②について、同僚の証言から、勤務期間は特定できないが、申

立人がＢ社において勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は給与明細書等の資料を所持しておらず、Ｂ社は

昭和 57 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、元事業主も

既に死亡しており、申立人に係る厚生年金保険の加入状況及び保険料控除

の状況を確認できない。 

また、当時の同僚からは、申立人の保険料控除をうかがわせる証言は得

られない。 

さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間

②の前後を含む期間において申立人の記録は無く、健康保険整理番号の欠

番も無い。 

３ 申立期間③について、Ｃ事業所は、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、申立人は、当時の代表者及び同僚の名前を記憶しておらず、勤務

実態に関する証言を得られない。 

さらに、申立人は給与明細書等の資料を所持しておらず、申立期間③当

時の厚生年金保険料の控除の状況を確認できない。 

加えて、申立人はＣ事業所から健康保険被保険者証を交付されていない

旨供述している。 

４ 申立期間④について、同僚の証言から、勤務期間は特定できないが、申

立人がＤ社において勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は給与明細書等の資料を所持しておらず、Ｄ社は

平成５年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、元事業主も

既に死亡しており、申立人に係る厚生年金保険の加入状況及び保険料控除

の状況を確認できない。 

また、当時の同僚からは、申立人の保険料控除をうかがわせる証言は得

られない。 

さらに、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立期間④

の前後を含む期間において申立人の記録は無く、健康保険整理番号の欠番

も無い。 

５ 申立期間⑤について、同僚の証言から、勤務期間は特定できないが、申

立人がＥ社において勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｅ社は、申立期間⑤の大半（昭和 42 年 10 月 19 日から

45 年５月９日まで）は適用事業所ではなく、また、申立人が給与明細書等

の資料を所持していないのに加えて、元事業主も既に死亡しており、申立

期間⑤当時の厚生年金保険の加入状況及び保険料控除の状況を確認できな

い。 

また、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の記録は

無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

さらに、申立人は、申立期間⑤について、国民年金に加入している。 

６ 申立期間⑥について、Ｆ事業所は、厚生年金保険の適用事業所ではない。 



また、申立人は当時の代表者及び同僚の名前を記憶しておらず、勤務実

態に関する証言を得られない。 

さらに、申立人は給与明細書等の資料を所持しておらず、申立期間⑥当

時の厚生年金保険料の控除の状況を確認できない。 

加えて、申立人は、申立期間⑥について、国民年金に加入している。 

７ 申立期間⑦について、平成６年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申

立人は同年 11月 15日付けでＧ社を退職していることが確認できる。 

また、申立人は給与明細書等の資料を所持しておらず、申立期間⑦当時

の厚生年金保険料の控除の状況を確認できない。 

さらに、Ｇ社の社会保険事務担当者は、申立人は平成６年 11 月 15 日付

けで退職しており、申立期間⑦の厚生年金保険料を控除していない旨回答

している。 

加えて、当時の同僚からは、申立人に係る保険料控除をうかがわせる証

言は得られない。 

８ 申立期間⑧について、申立人はＨ社を退職した平成８年７月 31 日を資

格取得日とし、健康保険の任意継続被保険者となっているが、これは、会

社を退職して健康保険の被保険者資格を喪失した場合に個人の希望により

被保険者となることができる制度であり、任意継続の資格取得日は在職中

に加入していた健康保険の資格喪失日と同じ日となり、７月分の健康保険

料から納付するものであることから、申立人が申立期間⑧時点で退職して

いたことを認識していなかったとは考え難い。 

また、申立人は給与明細書等の資料を所持しておらず、Ｈ社が平成 10 年

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、元事業主も関係資料

を保管していない旨回答しており、申立人の勤務実態、申立期間⑧当時の

厚生年金保険の加入状況及び保険料控除の状況を確認できない。 

さらに、Ｈ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている同

僚（複数）及び申立人が所持している社員名簿に記載されている元従業員

からは、申立人の勤務実態及び保険料控除をうかがわせる証言は得られな

い。 

加えて、申立人は、申立期間⑧の一部（平成８年８月 19 日から同年 10

月３日まで）について雇用保険の失業給付を受給しており、Ｈ社に勤務し

ていたとは考え難い。 

９ 申立期間⑨について、Ｉ社が保管する「健康保険被保険者資格喪失確通

知書」及び「雇用保険被保険者資格喪失確認通知書」から、申立人が申立

期間⑨の途中（平成 10 年１月 17 日）まで同社に在籍していたことは確認

できる。 

しかしながら、Ｉ社が保管する「厚生年金保険被保険者資格喪失確認通

知書」から、申立人は平成９年 11 月 22 日付けで 65 歳到達を理由として厚

生年金保険の被保険者資格を喪失していることが確認できる上、同社の社

会保険事務担当者は、申立人が同資格を喪失して以降は厚生年金保険料を

控除していない旨回答している。 

また、申立人は、平成 10 年２月 25 日に高年齢求職者給付金を受けてお



り、Ｉ社に勤務していたとは考え難い。 

さらに、申立人は、申立期間⑨の一部を含む期間（平成 10 年１月 28 日

から 20年３月 31日まで）について国民健康保険に加入している。 

加えて、申立人は、給与明細書等の資料を所持しておらず、申立期間⑨

当時の厚生年金保険料の控除の状況を確認できない。 

10 申立期間⑩について、申立人が所持する預金通帳にＪ社からの振込みが

記録されており、勤務期間は特定できないが、申立人が同社において勤務

していたことは推認できる。 

しかしながら、申立期間⑩の時点では、申立人は 65 歳に達しており、申

立人は厚生年金保険に加入できない。 

また、申立人は、給与明細書等の資料を所持しておらず、申立期間⑩当

時の厚生年金保険料の控除の状況を確認できない。 

さらに、元事業主は、当時の関係資料が残っておらず、申立人に係る厚

生年金保険の加入状況及び保険料控除については不明である旨回答してい

る。 

11 このほか、申立人に係る全ての申立期間の厚生年金保険料が事業主によ

り給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



岡山厚生年金 事案 1389 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年３月 31日から同年４月１日まで 

昭和 63 年８月から平成２年８月まで看護学校に通う傍らＡ事業所にお

いて准看護婦として勤務していた。厚生年金保険には、平成元年２月から

加入させてもらい、３年生に進級した２年４月からは、看護学校の実習が

始まって学校の休日以外は同事業所に勤務できなくなるため、退職扱いと

なったが、同年３月までは厚生年金保険料を控除されていたと記憶してい

るので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録から、申立期間において、申立人は、申立てに係る事業所

に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、申立てに係る事業所が保管する申立人の労働者名簿におい

て、退職欄に『平成２年３月 30 日、社会保険資格喪失の為』、雇用欄に

『再採用平成２年３月 31 日』と記載されている上、申立人に係る国民年金

被保険者名簿から、平成２年３月 31 日に国民年金の第１号被保険者として

資格を取得していることが確認できる。 

   また、申立てに係る事業所は、「申立人は、平成２年３月 30 日に退職し、

同年３月 31 日にパートとして再雇用していると思われ、３月分の厚生年金

保険料は控除していないはずである。」と回答している。 

   さらに、申立てに係る事業所において、平成４年以前に厚生年金保険の被

保険者資格を喪失した者４人（申立人を含む。）のうち、月の途中で退職し

た一人（21日喪失）を除く３人全員が月末に同資格を喪失している。 

加えて、申立人は給与明細書等の資料を所持していない上、申立てに係る

事業所も当時の関係資料（労働者名簿を除く。）を保管しておらず、申立期

間の厚生年金保険料についての控除の状況を確認できない。 

このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 


